
23

１．はじめに（問題意識）

　本稿の目的は、メンタル・アカウンティングで想定

される選択に関する学生の意識を分析することにあ

る。Thaler（１９９９）によると、メンタル・アカウンテ

ィングとは、個人や家計において、金銭的な行動を整

理、評価、記録するために行う認知的操作のことであ

り、金銭的な行動の割り当てを特定の心の勘定口座に

計上するものである。このような心の勘定口座への計

上は、ファンジビリティ
1）

（代替可能性）の経済原則に

違反すると述べている。

　ファンジビリティとは、お金には何の色もついてお

らず（つまり匿名であるということ）、資産を構成す

るあらゆる要素は、その外観や形態は消去され中身だ

けが抽出されて一つの数字で表されるということを意

味する（Thaler（１９９２））
2）

。標準的経済学で仮定されて

いる合理的経済人ならば、ファンジビリティで金銭的

な行動の割り当てを行うと想定されているが、メンタ

ル・アカウンティングによって、例外的な行動をとる

ことが指摘されている
3）

。

　メンタル・アカウンティングに関して、Tversky 

and Kahneman（１９８１）による次の例がよく挙げられ

ている。

質問８　チケットが１０ドルの劇を観ようと思っ
たと想像してください。劇場に入って、
１０ドル札を失くしていたことに気づき
ました。まだ、１０ドル出して当日券を
買いますか？

はい　８８％　／　いいえ　１２％

質問９　チケットが１０ドルの劇を観ようと思い、
チケットを事前に買ったと想像してく
ださい。

　　　　劇場に入って、前売券を失くしていた
ことに気づきました。また、１０ドル出
して当日券を買いますか？

はい　４６％　／　いいえ　５４％

 This essay aims at clarifying the relationship between mental accounting and 
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　Tversky and Kahneman（１９８１）では、「はい」と回

答したのは、質問８では８８％、質問９では４６％であっ

た。質問８では１０ドル札の紛失、質問９では１０ドルの

前売券の紛失であるが、際立った回答の違いが生じた

理由として、メンタル・アカウンティング（心理会

計）が行われたことによると説明している
4）

。質問９の

ような１０ドルの前売券の紛失は、追加的に新たな１０

ドルの支出となり、心の勘定科目で合計２０ドルの支

出は多すぎると考えたと思われる。その一方で、質問

８のように、１０ドル札をなくしたことは、特に当日

券購入との関連がなく、心の勘定科目に影響を与えな

いから、当日券を買おうと考えたのではないかと述べ

ている。

　本論文の目的は、メンタル・アカウンティングにつ

いて、日本の大学生に対するアンケート調査を用いて

検討することである。本アンケート調査の特徴の一つ

は、調査対象が日本の大学生であること、もう一つ

は、メンタル・アカウンティングに関する選択理由を

詳細に調査したことにある。

　メンタル・アカウンティングに関する先行研究（第

２節で後述）は、海外の研究についてはいくつか見ら

れるが、我が国において、メンタル・アカウンティン

グに関する日本の学生の選択を詳細に検討した文献は

現時点では限られていると思われる。

　したがって、Tversky and Kahneman（１９８１）のスタ

ンフォード大学とブリティシュコロンビア大学の学生

のアンケート調査と比較して、日本の学生に着目して

実証研究を行うことは非常に意義のあることであると

考えられる。

　本稿の内容を概観すると以下のようになる。まず、

第２節で先行研究を概観するとともに研究課題を設定

する。そして、第３節ではデータの紹介を行い、デー

タ集計による考察をした後に分析方法を提示する。次

に、第４節で回帰分析を行い、推計結果を検討したの

ち、選択理由について詳細に考察する。最後に第５節

において本稿から得られた知見について考察し、今後

の課題について述べる。

２．先行研究と研究課題

　まず、メンタル・アカウンティングに関する学生の

意識を分析する前提として、メンタル・アカウンティ

ングに関する先行研究に触れることとする。メンタ

ル・アカウンティングに関しては、Thaler（１９８５）、

Thaler（１９９０）、Thaler（１９９２）、Thaler（１９９９）など

が挙げられる。我が国でメンタル・アカウンティング

について研究した文献として、中国農村部におけるメ

ンタル・アカウンティングの内部構成について調査し

た王（２００９）や、fNIRS（近赤外光イメージング）を

用いたニューロエコノミクス的模擬投資実験を行った

藤森（２０１２）が存在する。

　第１節でメンタル・アカウンティングに関する設問

として、Tversky and Kahneman（１９８１）に触れたが、

これに関連した先行研究として、川西（２０１０）
5）

が存

在する（表１参照）。

　川西（２０１０）は、表１の結果について、どのような

コンサートを想像するかが回答に影響し、魅力的なコ

ンサートを想像していれば、どちらも「観る」と回答

し、魅力的でないコンサートを想像すればどちらも

「やめる」と回答するだろう。しかし、あまり極端な

想像をしない人たちの多くは、問題Bでは「観る」、

問題Aでは「やめる」と回答する。逆に問題Bで「や

める」、問題Aで「観る」と答えるパターンは非常に

少ないことがわかっていると述べている。このよう

に、各自の想像したその時の気持ちによって、選択が

影響されることも考えられる。

　これらの先行研究からは、現金をなくした場合と前

売券をなくした場合では、前売券をなくした場合に当

日券の購入を嫌う傾向にある可能性が推測される。本

稿では、以下のように２つの研究課題の設定を行いた

い。

　第１の研究課題として、Tversky and Kahneman

（１９８１）のスタンフォード大学とブリティシュコロ

ンビア大学の学生のアンケート調査と日本の大学生に

対するアンケート調査を比較検討したい。

　第２の研究課題として、日本の学生のメンタル・ア

カウンティングによる選択を詳細に検討したい。より

詳細に検討することで、メンタル・アカウンティング

を行う思考のプロセスを考察することが可能になると

考えられる。

３．データと分析方法

３．１　データ

　実証分析で使用するデータは、２０１２年１１月２９日に

A大学の１１６人の大学生に対してアンケートを行っ

た。A大学は、創立約５０年の大学であり、文系と理系

の学部を合わせると５つを擁する中堅大学である。ア

ンケート調査は、３つの講義の授業中に、経済学部の

学生５５人と非経済学部の学生６１人に対して行われ

た。調査は、１件欠損値が存在するため、有効回収数

は１１５人となった。

３．２　データの属性

　まず、メンタル・アカウンティングに関する推計を

行う前提として、個人属性を示したい（表２）。

　このデータの特徴をまとめると、男女比が約８５：

１５となっており、女性が少ない。学年は、３年生が

８割存在する。アルバイトを約７割が行っており、過

去１年以内に１回以上、観劇に行っていない者が約９

割となっている。そして、自由に使えるお金が月３万

円以上ある者が約８割である。経済学部の学生は、約

半数である。

３．３　データ集計

　それでは、メンタル・アカウンティングに関する２

つの質問である、問８と問１０の回答のデータ集計を、

先行研究と比較して表３に示した
6）

。

　先行研究のTversky and Kahneman（１９８１）と川西

（２０１０）では、現金をなくした場合は、当日券を「買

う」人の割合が、「買わない」人より高く、前売券を

なくした場合は、当日券を「買う」人の割合が「買わ

ない」人より低い。しかし、本稿のアンケートでは、

現金をなくした場合は、当日券を「買う」人の割合

が、「買わない」人より高いのは先行研究と同様であ

るが、前売券をなくした場合は、当日券を「買う」人

の割合が「買わない」人より高いというように、先行

研究とは逆の結果となっている。

　このような結果になったのは、前売券と当日券に対

して価値観が違うことや、観劇の習慣の有無による事

情などが考えられる。

　次に、表４で示したように、問８と問１０の回答の組

み合わせ、＜A＞【（１）買う＋（２）買う】、＜B＞

表１　先行研究のまとめ 表２　データの属性



（注）Tversky and Kahneman（1981）の設問である1981年時点での10ドルは、当時の為替レートで換算するとUSドル/円
の為替レート（年間の平均価格）2200円となる。総務省統計局HPの「消費者物価指数年報」から、消費者物価指数（東京都区部）
を計算すると、1758.5（1981年）÷1428.7（2011年）＝1.23倍となる。すなわち、2200円×1.23倍は、2706円であるが、本
稿の設問において、現金をなくす際に千円札を3枚なくすというのは非現実的な設定であろうと考え、本稿では5000円と設定
した。

（注1）　　　は1％、　は5％、　は10％水準で統計的に有意であることを示す。
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【（１）買う＋（２）買わない】、＜C＞【（１）買わな

い＋（２）買う】、＜D＞【（１）買わない＋（２）買わ

ない】のデータ集計を行った。＜E＞【ファンジビリ

ティパターン＜A＞＋＜D＞】に該当する変数を作成

し、現金をなくした場合と前売券をなくした場合の当

日券の購入にあたって、選択が一貫しているという所

謂、標準的経済学で仮定されているファンジビリティ

と一致する選択をする者を、ファンジビリティパター

ンと呼ぶこととした。データ集計を行った結果、＜A＞

【（１）買う＋（２）買う】（４３％）と＜D＞【（１）買

わない＋（２）買わない】（２６％）を足すと、＜E＞

【ファンジビリティパターン＜A＞＋＜D＞】（６９％）

であった。

　この場合、約７割が金銭的行動に対する選択が一貫

しているというファンジビリティと一致する選択をす

る者であった。ここで着目すべきは、先行研究の

Tversky and Kahneman（１９８１）と川西（２０１０）の結

果と同じ選択をしたものは、本稿では１割しか存在し

なかったことである。これは、Tversky and Kahneman

（１９８１）の想定するメンタル・アカウンティングを

していない者が本稿においては、９割存在するという

ことになり、興味深い結果と言えよう。

３．４　分析方法

　本稿では、メンタル・アカウンティングに関する大

学生の選択に着目して回帰分析を行う。被説明変数と

して用いるのは、表３にも掲載したメンタル・アカウ

ンティングに関する２つの質問であり、詳細は、表５

の変数定義に記述している。

　説明変数には、以下の「女性ダミー」、「学年」、「自

宅ダミー」、「アルバイトダミー」、「過去１年以内の観

劇経験ダミー」、「自由に使えるお金が月３万円以上ダ

ミー」、「経済学部ダミー」を使用する。導入した各変

数の詳細な定義は表５に表している。

　推計方法は、Probit Model（プロビットモデル）を

採用し、推計１は、【（１）５０００円札をなくして、当日

券買うダミー】と【（２）５０００円の前売券をなくして、

当日券買うダミー】、推計２は、＜A＞【（１）買う＋

（２）買う】、＜B＞【（１）買う＋（２）買わない】、

＜C＞【（１）買わない＋（２）買う】、＜D＞【（１）

買わない＋（２）買わない】、推計３は、＜E＞【ファ

ンジビリティパターン＜A＞＋＜D＞】を被説明変数

に使用して、分析を行った。基本統計量は表６に表し

た。

表３　データ集計（先行研究との比較）

表４　データ集計（本稿での選択類型）

表５　変数定義

表６　基本統計量　　N＝１１５

表７　推計結果１



（注1）　　　は1％、　は5％、　は10％水準で統計的に有意であることを示す。 （注1）　　　は1％、　は5％、　は10％水準で統計的に有意であることを示す。
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４．結果

４．１　推計結果１

　【（１）５０００円札をなくして、当日券買うダミー】と

【（２）５０００円の前売券をなくして、当日券買うダミ

ー】の２つを被説明変数とした全体の推計結果が表７

である。

　【（１）５０００円札をなくして、当日券買うダミー】に

おいては、経済学部ダミーが５％水準で有意に負の

影響を与えていた。先行研究のMarwell and Ames

（１９８１）、Carter and Irons（１９９１）、Frank et al．

（１９９３）では、非経済学専攻の学生と比較して、経

済学専攻の学生が利己的な傾向があると示しており、

本項の推計結果において、経済学部の学生が利己的で

あるという先行研究とは少し異なるが、経済学部の学

生は現金をなくした場合、当日券を買わない傾向にあ

ると言える
7）

。

　【（２）５０００円の前売券をなくして、当日券買うダミ

ー】においては、アルバイトダミーが５％水準で有意

に正の影響を与えていた。これは、アルバイトをして

いる学生は、前売券をなくした場合、当日券を買う傾

向にあると言える。アルバイトをしていることで予算

制約が少なくなり、前売券の購入に関して抵抗が少な

くなる可能性が考えられる。

　次項では、現金をなくした場合に当日券を「買う」

「買わない」、前売券をなくした場合に当日券を「買

う」「買わない」という選択の類型を４つに分けて推計

を行いたい。

４．２　推計結果２

　選択の類型を＜A＞【（１）買う＋（２）買う】、＜B＞

【（１）買う＋（２）買わない】、＜C＞【（１）買わな

い＋（２）買う】、＜D＞【（１）買わない＋（２）買わ

ない】の４つに分けて、推計した結果が表８である。

　表８で、注目すべきは、被説明変数＜A＞【（１）買

う＋（２）買う】に対して、経済学部ダミーが５％水

準で有意に負の影響を与えていたことである。前項で

も触れたが、本項の推計結果において、経済学部の学

生が利己的であるという先行研究とは異なるが、経済

学部の学生は現金や前売券をなくした場合、当日券を

表８　推計結果２

表９　推計結果３

買わない傾向にあると言える。

　被説明変数＜C＞【（１）買わない＋（２）買う】に

対して、学年が５％水準で有意に負の影響を与えてい

た。これは学年が高いほど、当日券を【（１）買わな

い＋（２）買う】傾向を示さないということになる。

　被説明変数＜D＞【（１）買わない＋（２）買わな

い】に対して、アルバイトダミーが５％水準で有意に

負の影響を与えていた。これは、アルバイトをしてい

ることで、【（１）買わない＋（２）買わない】傾向を

示さないということである。アルバイトをしているこ

とで、現金をなくしたり、前売券をなくしても当日券

の購入に関して、抵抗が少なくなる可能性が考えられ

る。

４．３　推計結果３

　前述表４で触れたが、金銭的な行動の選択が一貫す

る者を、＜E＞【ファンジビリティパターン＜A＞＋

＜D＞】として、推計した結果が表９である。

　被説明変数、＜E＞【ファンジビリティパターン

＜A＞＋＜D＞】に対して、学年が５％水準で有意に

正の影響を与えていた。これは、学年が高いほど、現

金をなくした場合、前売券をなくした場合の当日券の

購入に関して、「買う」という態度、「買わない」とい

う態度が一致する傾向があるということである。

４．４　選択理由の詳細検討

　本論文末付録として、付録Aにアンケート調査の質

問の全部を掲載した。その中で問９と問１１に記述され

た選択理由の詳細をまとめたものが、付録B、付録

C、付録D、付録E、付録Fである。

　＜A＞【（１）買う＋（２）買う】理由の詳細を付録

B（その１）と付録C（その２）として記述したものを

概観すると、「せっかく来たのだから観るため、現金

をなくしたり、前売券をなくしても当日券を購入す

る」という理由が多く見られた。当日券のコストその

ものよりもせっかくその場所に来たのだからという、

劇場に来たことに費したサンクコスト（埋没費用）

（Thaler（１９８０）参照）を重要視していると言えよう。

　付録D　＜B＞【（１）買う＋（２）買わない】理由

の詳細を概観すると、Tversky and Kahneman（１９８１）

の想定するメンタル・アカウンティングである、「前

売券の紛失は、追加的に新たな５０００円の支出となり、

心の勘定科目で合計１万円の支出は多すぎると考え

た」に一致する理由が多い。

　付録E　＜C＞【（１）買わない＋（２）買う】理由

の詳細を概観すると、現金を失くした場合、「買わな

い」理由として、現金をなくしたショックを挙げ、前

売券をなくした場合は、「買う」理由として、前売券

を事前に購入するほど、観たかったものだからという

理由が多い。これは、メンタル・アカウンティングと

いうよりも、現金と前売券によって、それぞれのフレ

ーミングを各自が行っている可能性が高いと思われ

る。日本においては、前売券の方が当日券より安いと

いうことがあり、そのあたりの事情が影響したことが

考えられる。

　付録F　＜D＞【（１）買わない＋（２）買わない】
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理由の詳細を概観すると、「もったいない」という当

日券のコストそのものを意識している理由が多い。

　これまでの分析結果から、第２節で設定した２つの

研究課題を考察していきたい。

　第１の研究課題として、Tversky and Kahneman

（１９８１）のスタンフォード大学とブリティシュコロ

ンビア大学の学生と、本稿の日本の大学生に対するア

ンケートを比較検討した結果、現金をなくした場合

は、当日券を「買う」人の割合が「買わない」人より

高いのは先行研究と同様であるが、前売券をなくした

場合は、当日券を「買う」人の割合が「買わない」人

より高いというように、先行研究とは逆の結果となっ

ていた。

　第２の研究課題として、日本の学生のメンタル・ア

カウンティングによる選択を詳細に検討した結果、

「せっかく来たのだから観劇するため、現金をなくし

たり、前売券をなくしても当日券を購入する」という

理由が散見され、劇場に来るために費やしたサンクコ

ストを重要視していた。現金をなくしても「買わず」、

前売券をなくしても「買わない」選択をする理由の詳

細を概観すると、「もったいない」というコストその

ものを意識する理由が多く挙げられていた。

　第１、第２の研究課題を検討した結果から、Tversky 

and Kahneman（１９８１）の想定する、「前売券の紛失

は、追加的に新たな５０００円の支出となり、心の勘定

科目で合計１万円の支出は多すぎると考えた」に一致

する理由を挙げる者もいたが、全体の１割に過ぎなか

った。このことは、第１節で触れた、Tversky and 

Kahneman（１９８１）の想定するメンタル・アカウンテ

ィングとは異なった選択をしていたことになる。川西

（２０１０）は、この点、どのようなコンサートを想像

するかが回答に影響するとし、魅力的なコンサートを

想像していれば、現金をなくしても、前売券をなくし

てもどちらも「観る」と回答し、魅力的でないコンサ

ートを想像すればどちらも「やめる」と回答するだろ

うと指摘している。本稿での結果も、質問に対する想

像の幅が個人によってそれぞれに異なっており、魅力

的なコンサートを想像しているかどうかで選択が分か

れた可能性が考えられる。

　Thaler（１９９９）は、Kahneman and Tversky（１９８４）

（Tversky and Kahneman（１９８１）と同じ実験）を評し

て、前売券と同額の現金を失くした後よりも、前売券

を失くした後の方が当日券を買う意思をなくすことに

言及し、前売券が心の勘定口座に含まれるため、追加

的に当日券を買うことを嫌うが、現金の損失ではそう

ではないと述べていた。

　本稿において、現金をなくしても、前売券をなくし

てもどちらも「買う」、または、どちらも「買わな

い」という一貫した態度をとるという、標準的経済学

で仮定されているファンジビリティと一致する選択を

する者が７割存在していた。しかし、その理由を詳細

に検討すると、ファンジビリティから選択をしている

のではなく、コストそのものよりも劇場に来るために

費やしたサンクコストを重要視して選択を行っている

回答が多数存在していた。

　この結果は、前述のThaler（１９９９）の前売券の紛失

は、前売券が心の勘定口座に含まれるため、当日券の

購入を嫌うという考察と異なっており、大変興味深い

と言えるだろう。

５．おわりに

　本稿では、メンタル・アカウンティングに関する選

択を類型化し、標準的経済学で仮定されているファン

ジビリティと一致する選択を行う者をファンジビリテ

ィパターンとして、推計を行った。

　本稿の貢献は、これまで十分に議論されてこなかっ

たメンタル・アカウンティングに関して、日本の大

学生の選択に関して実証分析を行い、Tversky and 

Kahneman（１９８１）のスタンフォード大学とブリティ

シュコロンビア大学の学生対象の先行研究と、本稿の

日本の大学生に対するアンケートを比較検討し、メン

タル・アカウンティングで想定される選択と整合的で

はない結果を元に、詳細に選択理由を検討したことに

ある。

　第２節の先行研究（Tversky and Kahneman（１９８１）、

川西（２０１０））から、現金を失くしたことは、特に当

日券購入との関連がなく、心の勘定科目に影響を与え

ないから、当日券を買おうと考えるとされているの

が、メンタル・アカウンティングであった。しかし、

本稿の結果からは、標準的経済学で仮定されているフ

ァンジビリティと一致する選択をする者が多く存在し

ていた。さらに、その選択理由が、コストそのものよ

りも劇場に来るために費やしたサンクコストを重要視

するものであった。Thaler（１９９９）は、前売券の紛失

は、前売券が心の勘定口座に含まれるため、当日券の

購入を嫌うという考察をしており、本稿の学生たちが

メンタル・アカウンティングで想定される選択と異な

った選択を行っていたことは、先行研究では明らかに

されていなかった点である。

　このように、日本の大学生が、メンタル・アカウン

ティングで想定されている選択とは異なった選択を

し、その理由がコストそのものよりも劇場に来るため

に費やしたサンクコストを重要視していたという知見

は、今後のメンタル・アカウンティングに関する研究

において、重要な視点を提供できると思われる。

　最後に本稿に残された検討課題について触れたい。

本稿では、日本の大学生のメンタル・アカウンティン

グに対して影響を与えている要因とその選択理由に注

目して検討を行った。メンタル・アカウンティングと

言っても規定要因はさまざまに考えられるため、ごく

一部分について考察しているに過ぎないと言える。本

稿のデータは、日本の大学生にアンケート調査を行っ

たが、大竹・筒井（２０１２）が指摘するように、大学

生のサンプルは、年齢が２０歳前後に集中している上

に、独立して生計を立てていないケースが多く、一般

の人々を代表した被験者（本稿では回答者）であるか

は疑問がある。そのため、より多くの年齢層に関する

同様のデータの収集が望まれる。また、一人の回答者

に複数の設問パターンを想定して実施したが、異なっ

たサンプルに一つずつ、設問パターンを想定して行

い、今回の結果と比較してみることも必要であると思

われる。さらに、今回は観劇でデータを収集したが、

観劇以外に関する調査も急務である。これらは今後の

課題としたい。

【 注 】

１） 開発援助の文脈で、「流用可能性」を意味することもあ

るが、本稿では、「代替可能性」として使用する。

２） Thaler（１９９２）の第９章は、Thaler（１９９０）を翻訳した

ものである。

３） Thaler（１９９２）では、経済学においての貯蓄に関する標

準モデルは、「ライフサイクル理論」とされるが、ライ

フサイクル理論の枠組みでのファンジビリティ（代替可

能性）は、資産を構成するあらゆる要素は、その外観や

形態は消去され中身だけが抽出されて一つの数字で表さ

れると述べている。ライフサイクル理論とは、「どの年

においても、現在の収入、純資産、それに将来に期待さ

れる収入を合わせ、その人の金融資産の時価を計算し、

その資金で設定できる年金水準をはじき出す。そうして

その年金から受け取れるだろう金額に見合うだけを消費

するという理論」のことを指す。

４） Tversky and Kahneman（１９８１） は、“psychological 

accounting”、Kahneman and Tversky（１９８４）では、“mental 

accounting”として、説明している。なお、Kahneman and 

Tversky（１９８４）は、Tversky and Kahneman（１９８１）の質

問８と質問９を入れ替えて、考察しているが、本稿では、

初出のTversky and Kahneman（１９８１）を取り扱うことと

する。

５） Tversky and Kahneman（１９８１）の実験の順番にならい、

表２では、問題Aと問題Bを入れ替えて記述する。

６） 本論文末付録として、付録Aにアンケート調査の質問の

全部（問１～１１）を掲載した。

７） 但し、Frey and Meier（２００３）では、非経済学専攻の学

生と比較して、経済学専攻の学生が利己的な傾向がある

ということに否定的な見解を示している。
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付録A　アンケート調査の質問の全部



（注）＜A＞【（1）買う＋（2）買う】に該当する者の全員分を原文のまま、掲載している。
　　　但し、「上」という記述は、編集の都合で「左」と著者が変更した。

（注）＜A＞【（1）買う＋（2）買う】に該当する者の全員分を原文のまま、掲載している。
　　　但し、「上」という記述は、編集の都合で「左」と著者が変更した。
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付録B　＜A＞【（１）買う＋（２）買う】理由の詳細（その１） 付録C　＜A＞【（１）買う＋（２）買う】理由の詳細（その２）



（注）＜B＞【（1）買う＋（2）買わない】に該当する者の全員分を原文のまま、掲載している。
　　　但し、「上」という記述は、編集の都合で「左」と著者が変更した。

（注）＜C＞【（1）買わない＋（2）買う】に該当する者の全員分を原文のまま、掲載している。
　　　但し、「上」という記述は、編集の都合で「左」と著者が変更した。
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付録D　＜B＞【（１）買う＋（２）買わない】理由の詳細 付録E　＜C＞【（１）買わない＋（２）買う】理由の詳細



（注）＜D＞【（1）買わない＋（2）買わない】に該当する者の全員分を原文のまま、掲載している。
　　　但し、「上」という記述は、編集の都合で「左」と著者が変更した。
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付録F　＜D＞【（１）買わない＋（２）買わない】理由の詳細


